
平成27年度の特例適用認定の申出に係る説明会

2015（平成27）年３月25日

（独）大学評価・学位授与機構

＊認定専攻科修了見込み者に対する学位授与の審査の特例

学位規則第６条第１項の規定に
基づく学士の学位の授与に係る
特例について
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◆学位授与申請者に対する審査の円滑化（特例）であり、法制度上ではあくまでも「１項学
士」の範疇である。

◆専攻科には法制度上の設置基準が存在しないことから、大学評価・学位授与機構において、
学校教育法及び学位規則に基づき、大学設置基準等を参考に、審査の特例に関する規定等
を定めている。

◆学位授与の審査を円滑に進めるに当たり、学士課程４年間に相当する学修について、申請
者の在学する専攻科が一定の責任を負う。

○認定専攻科修了見込み者に対する学位授与の審査の特例（新たな審査方式）

◆原則、短期大学又は高等専門学校の学科と専攻科において、学士課程４年間に相当する学
修を体系的に実施しているものとみなして審査する。

→科目表
◆学修総まとめ科目において、学士課程４年間に相当する学修の総括が行われ、学士の学位

の授与に値する学修の成果を適切に評価できることを審査する。
→学修総まとめ科目の授業に関する実施計画書、成績評価の観点と基準、担当教員（指

導教員、指導補助教員）の個人調書

【注】学科の授業科目はそれぞれの設置基準に基づき設定されており、また、専攻科の授業
科目（学修総まとめ科目に充当する科目を除く）は専攻科の認定に係る審査等が行わ
れていることから、それらの内容等については当該審査の対象としない。

○認定専攻科に対する特例の適用認定の審査
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◎制度の概要
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（法律）

（省令）

学校教育法
第１０４条第４項第１号

学校教育法
第１０４条第４項第２号

学位規則
第６条第１項

学位規則
第６条第２項

国

単位積み上げ型 省庁大学校

学位授与の要件、
申請・審査手続
き等

（積み上げ単位の
対象となる）
専攻科の認定の要
件、申出・審査手
続き等

学位授与の要件、
申請・審査手続
き等

課程の認定の要件、
申出・審査手続き
等

学修総まとめ科
目の基準等に関
する細則

認定専攻科におけ
る学士の学位の授
与に係る特例の適
用認定の申出に係
る書類の様式及び
提出部数に関する
細則

（規則）

（細則）

専攻科認定の申
出に係る書類の
様式及び提出部
数に関する細則

大学又は大学院に
相当する教育を行
う課程の認定の申
出に係る書類の様
式及び提出部数に
関する細則

認定を受けた専
攻科における教
育の実施状況等
の審査に関する
細則

認定を受けた課程
における教育の実
施状況等の審査に
関する細則

新たな
審査方式
による
特例

ほか
ほか

機構

学位規則第６
条第１項の規
定に基づく学
士の学位の授
与に関する規
則

短期大学及び
高等専門学校
の専攻科の認
定に関する規
則

学位規則第６
条第２項の規
定に基づく学
士の学位の授
与に関する規
則

学位規則第６条
第２項に規定す
る大学又は大学
院に相当する教
育を行う課程の
認定に関する規
則

学位規則第６
条第１項の規
定に基づく学
士の学位の授
与に係る特例
に関する規則

ほか

専攻科申請者

特例適用専攻科
の修了見込み者
に対する学士の
学位の授与に係
る申請及び審査
に関する細則

ほか

◎学位授与に関する法令体系の位置づけ



○学位規則第６条第１項の規定に基づく学士の学位の授与に係る特例に関する規則

第１条 短期大学及び高等専門学校の専攻科の認定に関する規則（平成16年規則第29号。以
下「専攻科認定規則」という。）第２条の規定に基づき認定された専攻科（以下「認定専
攻科」という。）のうち、この規則に定める要件を満たすものとして学士の学位の授与に
係る特例の適用認定を受けた専攻科（以下「特例適用専攻科」という。）の最終学年に在
学し当該学年末に修了の見込みの者（以下「修了見込み者」という。）からの申請に係る
学士の学位の授与については、学位規則第６条第１項の規定に基づく学士の学位の授与に
関する規則（平成16年規則第28号。以下「１項学士規則」という。）の規定にかかわら
ず、この規則の定めるところによる。

学位規則第６条第１項の
規定に基づく学士の学位
の授与に関する規則

学位規則第６条第１項の規定
に基づく学士の学位の授与に
係る特例に関する規則

【基本規則】 【特例規則】

短期大学及び高等専門
学校の専攻科の認定に
関する規則

●専攻科における学修に基づいた
円滑な学位の審査と授与（「学
修成果と試験」の結果によらな
い審査）

●特例の適用認定を受けた専攻科
の修了見込者を対象

認定専攻科のうち、
特例規則に定める要件を満たす場合

※「大学教育に相当する水準の
授業科目」の認定

※「学士課程相当の授業科目」及び
「教育課程（概ね４年間）」の認定

学位授与の審査の特例

第１条 学位規則（昭和28年文部省令第９号）
第６条第１項の規定に基づき、独立行政法人
大学評価・学位授与機構（以下「機構」とい
う。）が行う学士の学位の授与については、
別に定めるものを除き、この規則の定めると
ころによる。

円滑な学位の審査と授与（中教審答申） 学位授与の審査の特例（新たな審査方式）
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◎学位授与の審査の特例における学位の授与の要件



第２条 学士の学位は、１項学士規則第２条各号の一に該当する者（以下「基礎資格を有す
る者」という。）で、専攻科を修了し、かつ、独立行政法人大学評価・学位授与機構（以
下「機構」という。）の行う修得単位の審査及び次項に規定する学修総まとめ科目の履修
に関する審査に合格した者に授与するものとする。

２ 学修総まとめ科目は、当該申請者の学修を総括することを目的とし、専攻分野を通じて
培うことが求められる能力並びに専攻に係る学修及び探究の成果を、論文又は演奏・創作
若しくは作品を評価して単位を授与する授業科目で、特例適用専攻科の最終学年に開設さ
れ、別に定める基準に該当すると認められた授業科目をいう。

基礎資格
・短期大学卒業

又は
・高等専門学校卒業

専攻科修了
・修了要件：62〔31〕単位以上の修得
・学修総まとめ科目の履修（修了要件に含む）

＋

学士の学位

【注】〔 〕内は、学科３年＋専攻科１年の場合。以下同じ。

授
与
の
要
件

審査
・基準に定める124単位以上の修得
・学修総まとめ科目の履修状況等

概ね４年間の学修（124単位以上）

※申請者個々の合否の審査は行わない
（専攻科において厳格な成績等評価を行っていることが前提

→審査結果は「教育の実施状況等の審査」の指標となる）

「専攻科修了＝学位授与」ではない！

【関係規則等】学修総まとめ科目の基準等に関する細則

【補足】
・学修総まとめ科目は、専攻科の最終学年に置かれた授業科目のうち、一の授業科目により設定する。
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◎学位授与の審査の特例における学位の授与の要件



第３条 学士の学位の授与を受けようとする者は、１項学士規則第３条に規定する単位を修
得しなければならない。

○学位規則第６条第１項の規定に基づく学士の学位の授与に関する規則

第３条 学士の学位の授与を受けようとする者は、前条各号の一に該当した後、次の各号に定めるところによ
り単位を修得しなければならない。
一 ２年以上にわたって、大学設置基準（昭和31年文部省令第28号）第31条の規定による単位等大学におけ
る単位の修得又は短期大学若しくは高等専門学校に置かれる専攻科のうち機構が認定したものにおける学
修その他文部科学大臣が定める学修を行い、62単位以上を修得すること。ただし、前条各号に掲げる者の
うち、修業年限３年の短期大学（短期大学設置基準（昭和50年文部省令第21号）第19条に規定する短期大
学を除く。）を卒業した者並びに修業年限３年以上で課程の修了に必要な総授業時数が2,550単位時間以
上若しくは課程の修了に必要な総単位数が93単位以上の専修学校の専門課程を修了した者又はこれと同等
以上と機構が認める者の場合にあっては、１年以上にわたって、31単位以上を修得すること。

二 単位の修得に当たっては、専攻に係る専門の学芸を体系的に履修するとともに、幅広く深い教養及び総
合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮して履修すること。

三 前号の専攻に係る単位数は、第１号により修得する単位数のうち専攻に係るものと、前条各号に掲げる
短期大学、高等専門学校又は専修学校の専門課程等において修得した単位数のうち専攻に係るものとを合
わせて、62単位以上となるよう修得すること。この場合において、単位の修得は、専攻に係る一般的包括
的な内容を含む授業科目及び専門的な内容を含む授業科目にわたって、専攻に応じ、講義、演習、実験、
実習又は実技によるものを適切に含めて行うこと。

基本的な単位修得の要件は変わらない！ （現行と同じ）
※現行との相違点：「専攻に係る単位の修得」の部分

（「新しい学士への途」を参照）
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◎学位授与の審査の特例における単位の修得①



学
士
課
程
４
年

専
攻
科

２
年

専攻科
１年

大学で
の学修

本
科
３
年

専攻科
１年

本
科
２
年

本
科
２
年

単
位

62

専
門

単
位

31

専
門
＋
関
連

単
位

40

他

単
位

31
専
門

単
位

16
専
門
＋
関
連

単
位

21

他

専
門
＋
関
連

単
位

31

他

単
位

62

※
専
門
科
目
を

必
ず
含
む
こ
と

特例による学位授与の審査現行の学位授与の審査

専
門
＋
関
連

単
位

62
専
攻
以
外

単
位

24

全体 積み上げ単位 全体 積み上げ単位 積み上げ単位

現行と同じ

専
門
＋
関
連

単
位

62
専
攻
以
外

単
位

24

２ 前項の単位の修得にあたっては、次の各号に掲げる単位を修得するものとする。ただ
し、第１号の規定により修得する単位数には学修総まとめ科目の単位を含まないものと
し、第２号の規定により修得する単位数には学修総まとめ科目の単位を含めることがで
きるものとする。
一 専門的な内容の授業科目（以下「専門科目」という。）の単位と専門に関連する授
業科目の単位とをあわせて40単位以上（修業年限３年の短期大学（短期大学設置基準
（昭和50年文部省令第21号）第19条に規定する短期大学を除く。以下同じ。）に置か
れる認定専攻科にあっては、20単位以上）

二 専門科目31単位以上（修業年限３年の短期大学に置かれる認定専攻科にあっては、
16単位以上）

◆学修総まとめ科目は、専門科目の単位として取り扱うことができる。
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◎学位授与の審査の特例における単位の修得②



【補足①】
第３条第２項第１号：専門科目の単位と専門に関連する授業科目の単位とをあわせて40〔20〕単位

以上

・「専攻の区分に関わる学修」について学士課程に相当する学修が行われているかを確認するもの。
学修総まとめ科目で付与される単位数や科目の区分は専攻科によって異なることから、「専攻の
区分に関わる学修」として専門科目と関連科目とをバランスよく履修していることを確認するた
めの基準として設定している。

【補足②】
第３条第２項第２号：専門科目31〔16〕単位以上

・「学修総まとめ科目」を含め「専攻科での専門性」について学士課程に相当する学修が行われて
いるかを確認するもの。「専攻科での専門性」は授与する学位の専攻分野に関わることから、学
修総まとめ科目も含めて専門科目の履修状況を確認する。

・修得単位の基準を引き上げるに当たり、専攻科での専門性を支える「関連科目」についても幅広
く十分な履修を求めることから、専攻科において修得すべき単位が比較的大きく、また、専攻科
によって修得単位にばらつきが大きいと考えられる「学修総まとめ科目」は、「専門科目＋関連
科目で40〔20〕単位以上」に含めないとすることが適当である。
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◎学位授与の審査の特例における単位の修得③



３ 前２項の単位の修得にあたっては、１項学士規則第３条第１項第１号に規定する単位の
全てを在学する専攻科において修得しなければならない。

専攻科：
６２〔３１〕
単位以上

自専攻科

修了要件：
６２〔３１〕単位
以上

自専攻科

他大学等
で修得

修了要件：
６２〔３１〕単位
未満

自専攻科

他大学等
で修得

専攻科授業科目との

「単位読替」
又は

「単位互換」

修了要件：
６２〔３１〕単位
以上

○ ×○

※学則等により規定を
有している場合のみ、
３０〔１５〕単位を
限度として自専攻科
の単位としてみなす
ことができる

※学科（本科）については、それぞれの設置基準（文部科学省令）による。

◆自専攻科のみで、62〔31〕単位以上を満たす授業科目を設定している必要がある。
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◎学位授与の審査の特例における単位の修得③



第４条 第２条の規定により学士の学位の授与を受けようとする者は、機構が別に定めると
ころにより、学位授与申請書に次の各号に掲げる書類等及び学位審査手数料32,000円を添
え、４月又は10月の機構が別に定める期間に機構長に申請するものとする。ただし、第４
号及び第５号に掲げる書類については、専攻科の修了が確定した時点で機構長に提出する
ものとする。
一 基礎資格を有する者である旨の学（校）長の発行する証明書
二 単位修得状況等申告書及び学（校）長の発行する単位修得証明書
三 別表第一に掲げる項目と内容が記述された学修総まとめ科目履修計画書
四 別表第二に掲げる項目と内容が記述された学修総まとめ科目の成果の要旨等
五 学（校）長の発行する専攻科の修了証明書

２ 機構長は、審査のため必要があるときは、前項に掲げる書類等以外の書類を提出させる
ことができる。

３ 受理した学位授与申請書等の書類及び学位審査手数料はいかなる理由があっても返還し
ない。
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◎学士の学位授与の申請

◆特例による学位授与の申請者となることができる者は、①「特例の適用を認められた専攻
科を設置する短期大学又は高等専門学校を卒業した者（編入学者を含む）」で、②「特例
適用専攻科に入学し、学士の学位授与の申請を行う年度に修了見込みの者」である。

◆専攻科で留年している者も、別に定める要件を満たしていれば、特例による学位授与の申
請者となることができる。

◆特例による学位授与の申請者となることができない者は、従来の審査方式による専攻科修
了見込み申請を行うことができる。

※詳細は、別途資料を参照してください。



第６条 機構は、認定専攻科のうち、次の各号に該当すると認められる場合は、当該専攻科
の修了見込み者からの学士の学位授与の申請について、この規則に基づく特例を認める。

一 短期大学又は高等専門学校の学科及び専攻科における学位授与の申請の専攻の区分に
係る大学の学部４年間に相当する教育課程の授業科目が、機構が別に定める修得単位の
審査の基準と適合性を有していること。

○学士課程に相当する教育課程であるか

◆学位に付記する専攻分野に関わる「専攻の区分」ごとに、学部４年間に相当する科目表及
び授業科目シラバスの提出を受けて審査を行う。

◆「専攻の区分」は、現行の審査方式と同じであり、「学士の学位授与に係る修得単位審査
要項（平成16年機構長裁定）」（平成27年度版「新しい学士への途」pp.43-110に記載）
のとおり。

【注】インターンシップ等の授業科目については、シラバス（教育内容等）により「専門科
目」、「関連科目」、あるいは「専攻以外の科目」に区分される。

【関係規則等】認定専攻科における学士の学位の授与に係る特例の適用認定の申出に係る書類の様式及び提出部数に関する細則 11

◎特例適用専攻科の要件①



二 専攻科の最終学年に置かれた授業科目において学修総まとめ科目が設定されており、
かつ、当該専攻科の修了要件とされていること。

三 専攻科で開設する授業科目のうち学修総まとめ科目については、原則として専任の教
員が指導を担当するものとし、当該指導教員が大学設置基準（昭和31年文部省令第28号）
に定める教授又は准教授の資格に相当する資格を有し、かつ、自らが研究に携わり、学
修総まとめ科目の主旨に基づく教育指導を行う能力を有していること。

四 学修総まとめ科目の成績評価の基準と方法を定め、学生に対してこれをあらかじめ明
示するとともに、当該基準に従って適切に成績評価が行われていること。

○学修総まとめ科目は概ね４年間の学修を総括する科目となっているか

◆学修総まとめ科目の授業に関する実施計画書、成績評価の基準及び担当指導教員の調書の
提出を受けて審査を行う。

◆学修総まとめ科目は、専任の教授又は准教授が指導を担当するが、指導教員を補助し、ま
た、共同して指導を行う「指導補助教員」を置くことができる。

【注】教員審査の対象は学修総まとめ科目を担当する教員（指導教員及び指導補助教員）と
し、過去の教育の実施状況等の審査における教員審査の結果如何に関わらず、改めて
審査を行う。

【関係規則等】学修総まとめ科目の基準等に関する細則
認定専攻科における学士の学位の授与に係る特例の適用認定の申出に係る書類の様式及び提出部数に関する細則 12

◎特例適用専攻科の要件②



13

※科目表について

【科目表の位置付け】
◆学位規則第６条第１項の規定に基づく学士の学位の授与に係る特例に関する規則（平成26

年規則第１号）第６条第１号に基づき短期大学又は高等専門学校の学科及び専攻科におけ
る学位授与の申請の専攻の区分に係る大学の学部４年間に相当する教育課程の授業科目と、
機構が別に定める修得単位の審査の基準との適合性についてあらかじめ機構が審査し認定
するもの。

【科目表を作成する際の留意点】
◆科目表は、学生が学士の学位授与の申請を行う専攻の区分ごとに作成する。

→ただし、過去に専攻科修了見込み申請を行い、機構の行う修得単位並びに学修成果につ
いての審査及び試験により合格した実績がある専攻の区分に限ります。

◆大学の学部４年間に相当する教育課程は、概ね「学科２年＋専攻科２年」又は「学科３年
＋専攻科１年」である。なお、高等専門学校においては「学科２年」の部分は学科４・５
年次に相当するが、機構が別に定める修得単位の審査の基準（平成27年度版「新しい学士
への途」pp.44-110）における大学教育に相当する授業科目が学科３年次以下で開講され
ている場合は、当該授業科目を含めてもよい。
→専攻の区分「応用化学」・「生物工学」・「土木工学」は、平成28年度申請から基準が

変わりますので、留意願います。（同「新しい学士への途」pp.111-113を参照）
◆科目表に掲げる授業科目は、必ずシラバスを添付する。

→シラバスが添付されていない授業科目は審査対象外となります。したがって、学生が学
位授与を申請する際には、当該授業科目により修得した単位は「単位修得の要件」には
含まれないことになりますので、留意願います。

◆科目表には、大学の学部４年間に相当する授業科目全てを記載する。
→科目表に掲げられていない授業科目により修得した単位は、「単位修得の要件」に含む

ことができない場合がありますので、留意願います。



14

※学修総まとめ科目について

【学修総まとめ科目】
◆学位授与申請者の大学の学部４年間に相当する学修を総括することを目的とし、専攻分野

を通じて培うことが求められる能力並びに専攻に係る学修及び探究の成果を、論文又は演
奏・創作若しくは作品を評価して単位を授与する授業科目をいう。
※学位規則第６条第１項の規定に基づく学士の学位の授与に係る特例に関する規則（平成26年規則第１号）第２条第２項

【学修総まとめ科目に関する留意点】
◆学修総まとめ科目の基準等に関する細則（平成26年細則第１号）第３条第１項に基づき、

専攻科の最終学年に置かれた授業科目のうち、原則として一の授業科目により設定する。
◆学修総まとめ科目の授業に関する実施計画書（総表、個表）は、学生が学士の学位授与の

申請を行う専攻の区分ごとに作成する。→ただし、当該専攻科において、専攻科修了見込
み申請を行い、機構の行う修得単位並びに学修成果についての審査及び試験により合格し
た実績がある専攻の区分に限ります。

◆科目表と学修総まとめ科目の授業に関する実施計画書（総表、個表）は、専攻の区分が一
致していなければならない 。

◆学修総まとめ科目の授業に関する実施計画書（個表）の「課題名」欄は、指導教員が学生
指導に際して取り上げる課題を包括的に表す課題名（指導教員の専門分野や研究等に関連
し、かつ、複数年にわたって指導する観点で幅広に設定した研究テーマ、課題等）を記載
する。→現在指導している学生個々の「研究テーマ」や「課題」を記載するものではない
ことに留意してください。

◆学修総まとめ科目の担当教員は、指導教員及び指導補助教員をそれぞれで審査するため、
教員ごとに、役割に応じて指導教員又は指導補助教員のいずれかを明示する。→指導教員
の審査で「不適」となった者が指導補助教員となるものではないことに留意してください。

◆学修総まとめ科目の成績評価の基準は、学修総まとめ科目の基準等に関する細則第５条第
１項に基づき、評価基準及び方法を定める。



第７条 特例の適用認定を受けようとする認定専攻科を置く短期大学又は高等専門学校の設
置者（国又は地方公共団体の場合にあっては、当該専攻科を置く短期大学の学長又は高等
専門学校の校長とする。以下同じ。）は、特例の適用認定を受けようとする年度の前年度
の４月30日までに、特例適用認定申出書に別に定める書類を添えて、機構長に申し出るも
のとする。

○平成２７年度の取扱い

◆第７条の規定により、平成２７年４月１日から４月３０日までの間、認定専攻科から
の特例の適用認定の申出を受け付ける。

３月２５日 ４月１日 ４月３０日

●問い合わせ

●認定申出書等提出

～４月２８日（火）

消印有効

●書類作成

認定申出書等の提出までのスケジュール

※随時受付

【関係規則等】学修総まとめ科目の基準等に関する細則
認定専攻科における学士の学位の授与に係る特例の適用認定の申出に係る書類の様式及び提出部数に関する細則

【補足】
・学科２年＋専攻科２年の場合：平成２７年度専攻科入学者（平成２８年度修了見込み者）から適用
・学科３年＋専攻科１年の場合：平成２８年度専攻科入学者（平成２８年度修了見込み者）から適用
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◎専攻科の特例の適用認定の申出の手続き



○専攻科の特例の適用認定の申出の要件①

第８条 機構長は、短期大学又は高等専門学校に置かれる認定専攻科で、次の各号に該当す
る場合は、特例の適用認定の申出を受け付ける。

一 専攻科認定規則第９条に規定する教育の実施状況等の審査について、直近の審査にお
いて適と判定されていること。ただし、組織改編等に伴う新組織での審査が未了の場合、
旧組織において、新組織と同一の専攻分野、かつ、直近の審査において適と判定された
専攻科については申出を受け付ける。

○認定専攻科としての実績

◆新たな審査方式では、学位授与の要件のうち修得単位の審査の一部分について、その責任
を専攻科に委ねることになるため、学位の質を保証する観点から、申出を行う専攻科は、
教育の実施状況等の審査を受け「適」の判定を受けている必要がある。

◆組織改編等に伴う新組織が設置後５年未満である場合は、旧組織における教育の実施状況
等の審査の結果が「適」である場合は申出を受け付ける。→ただし、原則として、旧組織
と同一の「専攻分野・専攻の区分」に限りますので、留意願います。

旧組織

△△専攻 （専攻分野：工学）

専攻の区分：機械工学

専攻の区分：電気電子工学

専攻の区分：土木工学

▲▲専攻 （専攻分野：工学）

専攻の区分：社会システム工学

新組織

（新設）

○

○

○

×

専攻の区分：機械工学

専攻の区分：電気電子工学

専攻の区分：土木工学

※組織改編等による設置後５年未満
の場合の取扱い事例

「適」の判定
実績がない

【注】平成27年度に最初の教育の実施状況等の審査を受ける専攻科で、特例の適用認定の申出を希望する場合は個別応談。
16



二 申請年度の直近５年の実績で、修了見込み者の学位授与申請数と最終学年在籍者数とを比

較した平均値について、機構が別に定める割合以上であること。

○学位授与の申請の実績（申請率）

◆新たな審査方式では、特例適用認定を受けた専攻科の在学者から学位授与の申請（修了見
込み申請）があった場合、実質的に申請者全員に対して、専攻科修了時に学士の学位を授
与することになるため、学位の質を保証する観点から、申出を行う専攻科は、一定の申請
実績を有している必要がある。

◆平成２７年度の申出については、平成２２年度から２６年度までの５年間の平均で、概ね
８０％を目安として設定している。

【補足】
・８０％を下回る場合でも申出を受け付けるが、その場合は、改善に向けた対応などについて、説
明を求めることとなる。

三 申請年度の直近５年の実績で、最終学年における学生定員と在籍者数とを比較した平均値
について、機構が別に定める割合の範囲であること。

○教育指導の実施体制の状況（定員充足率）

◆新たな審査方式では、学位授与の要件のうち修得単位の審査の一部分について、その責任
を専攻科に委ねることになるため、学位の質を保証する観点から、短期大学又は高等専門
学校の設置基準その他規定等に鑑みて、在籍学生数は教育指導上適正な範囲に収める必要
がある。

◆平成２７年度の申出については、平成２２年度から２６年度までの５年間の平均で、概ね
７０～１３０％を目安として設定している。

【補足】
・７０～１３０％の範囲外の場合でも申出を受け付けるが、その場合は、改善に向けた対応などに
ついて、説明を求めることとなる。 17

○専攻科の特例の適用認定の申出の要件②



第９条 機構長は、第７条の規定により特例の適用認定の申出があったときは、学位審査会に特例
の適用認定の可否について審査を付託するものとする。

２ 前項の審査の付託があったときは、学位審査会は、第６条各号に関する審査を行わせるべき専
門委員会を指定し、当該専門委員会に審査を付託する。

３ 専門委員会は、前項の審査を終了したときは、その結果を学位審査会に文書により報告する。
４ 学位審査会は、前項の報告に基づいて特例の適用認定の可否について審査し、その結果を機

構長に文書により報告する。

【補足】
・平成２７年度は、８月２1日開催予定の学位審査会の判定結果に基づく機構長の決定により、

平成２８年度認定の特例適用専攻科が確定する。

◆第６条各号について、学位審査会において審査を行う。
◆専攻科の認定の審査（認定審査）及び教育の実施状況等の審査（レビュー）とは異なる審

査であり、過去の認定審査やレビューの審査結果は当該審査には影響しない。

４月１日

●学位審査会（専門委員会）審査

平成２７年度の審査スケジュール

８月21日

決定

８月上旬 10月31日

通知

18

◎専攻科の特例の適用認定の審査



第10条 機構長は、前条第４項の規定による学位審査会の報告に基づいて特例の適用認定の
可否を決定し、その旨を適用認定を受けようとする年度の前年度の10月31日までに、当該
専攻科を置く短期大学又は高等専門学校の設置者に通知するものとする。

２ 特例適用専攻科として適用認定されなかったときは、前項の通知に際し、理由を示すも
のとする。なお、特例適用専攻科として適用認定されなかった場合においても、専攻科認
定規則第10条の規定による認定の取消し又は当該専攻科の廃止がなされない限り、専攻科
の認定は継続される。

◆第10条の規定により、平成27年10月31日までに適用認定の可否を通知する。
◆専攻科の特例の適用認定の審査は、専攻科の認定の審査（認定審査）及び教育の実施状況

等の審査（レビュー）とは異なる審査であるため、特例の適用認定が「不可」となった場
合でも、専攻科の認定（認定専攻科としての位置づけ）は継続される。
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◎専攻科の特例の適用認定の可否の通知



第11条 特例適用専攻科を置く短期大学又は高等専門学校の設置者（以下「特例適用専攻科
の設置者」という。）は、次の事由があるときは、当該変更又は取下げをしようとする年
度の前年度の９月30日までに機構長にその旨届け出るものとする。なお、認定専攻科に係
る変更又は廃止をしようとする場合は、専攻科認定規則第６条の規定により届け出るもの
とする。
一 特例適用専攻科の修了見込み者として学位授与の申請をする者が申請する専攻の区分
について、機構が別に定めるところにより追加又は変更しようとするとき

二 第６条第１号に基づき短期大学又は高等専門学校の学科及び専攻科における学位授与
の申請の専攻の区分に係る大学の学部４年間に相当する教育課程の授業科目と、機構が
別に定める修得単位の審査の基準との適合性についてあらかじめ機構が審査し認定した
科目表の内容等を変更しようとするとき

三 学修総まとめ科目の内容、成績評価の基準又は担当教員を変更しようとするとき
四 特例の適用認定の取下げをしようとするとき

２ 変更の届出において審査が必要であるときは、第９条の規定を準用する。
３ 機構長は、変更の届出に係る審査の結果に基づいて特例の適用認定の変更の可否につい

て決定し、その旨を変更をしようとする年度の前年度の３月31日までに、特例適用専攻科
の設置者に通知するものとする。

◆特例の適用認定においては、些細な変更等であっても届出が必要となる。→特例の適用認
定事項について、空白期間（特例の要件を満たさない期間）を回避するための手続きです。

◆急に届出が必要となった場合は、第11条の規定（前年度の９月30日まで）にかかわらず随
時受け付ける。→必ず、事前（事案が発生した時点）に相談願います。

◆組織改編等に伴う変更の場合は、新組織で専攻科の認定を受ける際に合わせて、再度、特
例の適用認定の申出が必要となる。→【関連事項】特例の適用認定の申出の要件
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○変更の届出



第12条 機構長は、特例適用専攻科における教育の実施状況等について、別に定める書類に
基づき、第10条の規定による適用認定の通知日の属する年度の次年度の４月１日から、原
則として５年以内に審査を行い、その後、原則として５年ごとに審査を行うものとする。

２ 機構長は、前項の審査にかかわらず、特例の要件に係る現況を確認する必要があると認
めるときは、特例適用専攻科の設置者に対し理由を示した上、随時、別に定める書類の届
出を求め、審査を行うものとする。

３ 機構長は、前２項の審査において特に必要と認める場合は、特例適用専攻科に対する実
地の審査を行うものとする。

４ 機構長は、前３項に規定する審査の状況に基づき適当と認める場合は、専攻科認定規則
第９条による審査とあわせて第１項の審査を行うことができるものとする。なお、機構長
が特に必要と認める場合は、実地の審査をあわせて行うものとする。

５ 第１項の審査は、第９条及び第10条の規定を準用するものとする。

◆特例の適用認定後、原則５年以内に教育の実施状況等の審査を行う。
→「５年後」ではないことに留意願います。また、書面審査のほか、必要に応じて実地審

査を行う場合があります。
◆認定専攻科の教育の実施状況等の審査（レビュー）とは別の審査である。

→当分の間、専攻科によっては同一年度内に２つの教育の実施状況等の審査を受ける場合
があります。将来的には、認定専攻科の教育の実施状況等の審査（レビュー）と一元化
を図る予定です。

【注】詳細については現在検討中。
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○教育の実施状況等の審査



第13条 前条の規定による審査の結果、第６条各号に該当すると認められなくなった場合に
は、機構長は特例適用専攻科の設置者に対し、必要な措置を取るべきことを勧告すること
ができるものとする。

２ 前項の規定による勧告によってもなお改善されない場合には、機構長は当該特例適用専
攻科の設置者に対し聴聞の上、特例の適用認定を取り消すものとする。聴聞の手続きにつ
いては別に定める。

３ 前項の規定により特例の適用認定を取り消した場合には、機構長は当該専攻科を置く短
期大学又は高等専門学校の設置者にその旨を通知するものとする。なお、認定専攻科の取
消しについては、専攻科認定規則第10条の規定による。

◆特例の適用認定を取り消しても、専攻科の認定（認定専攻科としての位置づけ）には影響
しない。

【注】特例の適用認定は、学士の「学位授与の審査の特例」の可否に伴うものであるため、
認定専攻科（大学教育に相当する授業科目・修得単位）の認定には直接影響しない。
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○特例適用専攻科の取消し



○申出に係る主な書類等

●認定専攻科における学士の学位の授与に係る特例の適用認定の申出に係る書類の様式及び
提出部数に関する細則（平成26年４月１日細則第２号）

◆特例適用認定申出書（様式第１号）
◆専攻科等の概要を記載した書類（様式第２号）
◆科目表（様式第３号）→「専攻の区分」ごとに作成、シラバスを添付
◆学修総まとめ科目の授業に関する実施計画書（様式４号）→ 「専攻の区分」ごとに作成
◆学修総まとめ科目に相当する授業科目の成績評価基準等を記載した書類（任意書式）
◆学修総まとめ科目に相当する授業科目を担当する教員の個人調書（様式第５号）
※上記のほか「特例適用専攻科認定申出書類作成の手引」で指定した書類等

【留意事項】
・提出部数は様式細則のとおり（正本１部、写20部）のほか、上記書類全ての電子ファイル

（「申出の手引」で指定しているファイル形式）をCD-R又はDVD-R１枚で提出願います。

○提出時期等

◆平成27年４月１日から、同４月30日（郵便の場合は当日消印有効）まで →随時受付ます。
◆郵送又は宅配便にて、大学評価・学位授与機構管理部学位審査課宛て
◆書類受領後の差替等の対応は、上記の提出期限内のみ

→提出期限経過後は、いかなる理由であっても受付けません。
◆書類提出等に関する問合せは、上記提出期限までは随時受付ける

→業務日の9:30～17:00にお問い合わせください。
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◎専攻科の特例の適用認定の審査に係る手続き等



レビュー
による
実績

認定専攻科

認定専攻科

修得した単位を積み
上げ単位として申請
に利用できる専攻科

専攻科
の認定

認定専攻科

特例適用専攻科
新たな審査方式に
よる学位授与が
適用される専攻科

新たな審査方式
適用の希望

特例の適用認定

※見込み申請が
可能である
認定専攻科のみ

・学修総まとめ科目の内容，担当教員，
成績評価基準等の審査

・学士課程４年間に相当する教育課程
（本科＋専攻科）の審査

「特例適用専攻科」となるまで

特例
適用

特例
適用

参考：専攻科イメージ①
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特例適用専攻科
のレビュー

認定専攻科
のレビュー

特例適用専攻科
・学修総まとめ科目の内容，
担当教員，成績評価の基準
及び評価結果等の審査

・学士課程４年間に相当する
教育課程の審査（※）

・専攻科の授業科目の担当
教員の審査

・専攻科の教育課程の審査

「特例適用専攻科」となってから

認定専攻科

もしも不可になったら・・・？

もしも不可になったら・・・？

「修得した単位を積み上げ単位として
申請に利用できる専攻科」は変わらず，
新たな審査方式の適用がなくなるのみ。※授業科目の内容を変更するときは

その都度，修得単位の審査の
基準に照らした科目審査を受ける。

【機構が定める一定の年数ごと】

【機構が定める一定の年数ごと】
認定専攻科でなくなれば
特例適用専攻科でもなく
なる。

認定専攻科

特例
適用

参考：専攻科イメージ②
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